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1. 広島銀行の概要

広島県

136ヵ店 ※

山口県

7ヵ店

岡山県

10ヵ店

愛媛県

6ヵ店

東京

名古屋

大阪

神戸

姫路

北九州

福岡

島根県

1ヵ店

駐在員事務所

上海

バンコック

シンガポール

各1

平成28年3月末現在

創業 1878年11月（創業138年目）

資本金 545億73百万円

預金 6兆7,975億円

貸出金 5兆2,672億円

従業員数 3,380名

店舗ネットワーク

平成28年3月末現在 ※振込専用支店、インターネット支店含む 1



2. 法人営業部の組織体制
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平成28年3月末現在

ＲＭライン プロダクツ（ソリューション）ライン
コンサルティング

ライン

 法人営業部は 「ＲＭライン」、「プロダクツ（ソリューション）ライン」、「コンサルティング
ライン」に大別



3. 事業性評価の位置づけ

継続困難な企業

持続可能な企業

目利き（能力）

狭義の事業性評価

地域経済や
産業の把握・

分析

条件変更

※３

・・・財務データや担保・保証、
返済履歴等に必要以上
に依存しない

様
々
な
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
に
あ
る
企
業
の

事
業
内
容
や
成
長
可
能
性
を
適
切
に
評
価

資金供給

コンサルティング機能の発揮

経営改善

生産性向上 体質強化
本業支援

売上増加 事業承継

創業・成長

抜本策 DDS 債権放棄

金融支援

保証債務の整理 ・・・経営者保証に関するガイドライン
の積極的な活用

・・・産学官金の連携、政策金融機関、ファンド等

地域経済を
牽引する企業
や大口与信先等

地域に根ざして
営業を行う
企業等

外部専門機関等の活用 地域経済活性化支援機構（REVIC)・中小企業再生支援協議会・広島県信用保証協会・民間コンサル等

取引先企業の適切な評価 解決策の提案及び実行支援

 外部環境や業界動向の把握・分析および目利き能力の発揮を通じて、お取引先企業
の真の課題を明らかにし、ライフステージに応じた最適なコンサルティング機能を発揮

広義の事業性評価

 ひろぎん
経済研究所

 企業調査課
 業種ＲＭ
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4. 事業性評価の枠組み

約1,000問

約100問

目的・使用場面に応じたツールのスペック分け

25問

取引先との

コミュニケーションツール

実態把握

課題設定・経営支援

目的
使用場面

 『知的資産分析』を基に各枠組みが派生し、目的や使用場面に応じて位置づけされて
いる

知的資産分析
（共通のプラットフォーム）

中計策定支援

定性分析
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生産関連

営業関連

人事関連

（分野）

その他関連



5. 定性分析

事業性評価
の実施

お取引先の
強み・弱み
成長可能性
の見極め

融資推進
ｿﾘｭｰｼｮﾝの

提供

成長・発展

収益性の向上
資産の健全性の向上

好循環
の実現

お取引先

銀 行

 取引先を良く知り、経営者との強固なリレーションを構築する

 取引先の強み・課題、将来性を把握し、本支店で共有する

 取引先のニーズを掴み、融資やコンサルティングにつなげていく

 行員の「目利き能力」を高め、法人取引推進のスタイルを確立する

お取引先とのコミュ
ニケーションツール

かつ

本支店のコミュニ
ケーションツール

「定性分析」を核とした事業性評価の実施の狙い

判断
材料

関係
強化
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6. 中期計画策定支援

②戦略策定①現状認識・課題整理 ③具体的計画策定 ④実行支援

外部環境分析

内部環境分析

現
状
認
識

課
題
抽
出

経
営
理
念

ビ
ジ
ョ
ン

全
体
戦
略

個別戦略

・事業戦略
・機能戦略

計数計画

「中
期
経
営
計
画
」

完
成

個別戦略の
実行支援

計画進捗の
モニタリング

「知的資産分析」の活用

めざす将来

現在 (例)
• 拠点が増えて売上倍増
• 息子が自立してしっかり経
営

中期経営計画

3年後、5年
後・・・

中期経営計画とは、原則「現状」から「めざす
将来」へのロードマップとなるもの

そのため「事業拡大・再生」や「後継者への
経営移管」など経営のさまざまな局面で使わ
れている

企業の計画策定を支援・サポートする業務が
「中期計画策定支援サービス」

中期経営計画とは、原則「現状」から「めざす
将来」へのロードマップとなるもの

そのため「事業拡大・再生」や「後継者への
経営移管」など経営のさまざまな局面で使わ
れている

企業の計画策定を支援・サポートする業務が
「中期計画策定支援サービス」

アクションプログラム

・行動計画、スケジュール
・KPI指標
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7. 事業性評価の適切な実施に向けた目利き能力の養成

＜「目利き能力」の定義＞

『目利き能力』とは、「企業実態の現状分析」＋「今後の方向性策定」の能力

取組み状況

 お取引先企業の事業性評価を適切に行うため、目利き能力の向上に向けた本部機能の
高度化および営業現場のスキルアップを並行して実施

中計策定支援

定性分析

業種別審査

「目利き」の位置付け

経営課題等の発見・把握

（C）人材育成

目利き

定量面 定性面

（A）リレーションの継続的な強化

（B）実態把握（強み・弱み、商流など）

（共
通
の
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
）

知
的
資
産
分
析

業種別ＲＭ

業種別分析（自動車）

目利き能力養成研修

エリア推進体制 営業店

ＲＭ

法営

ＲＭ

営業店

融資部

営業店
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